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  参考資料－１　『別表－１－１　中期目標期間中の重点的研究開発（重点プロジェクト研究）』
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  参考資料－１　『別表－１－１　中期目標期間中の重点的研究開発（重点プロジェクト研究）』
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  参考資料－１　『別表－１－１　中期目標期間中の重点的研究開発（重点プロジェクト研究）』
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参考資料－２　『別表－１－２　中期目標期間中の重点的研究開発（「北海道総合開発計画」
及び「食料・農業・農村基本計画」等に関連する重点プロジェクト研究）』
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－３　『別表－１　18年度に実施する重点プロジェクト研究』および達成結果
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参考資料－４　『別表－２　18年度に実施する戦略研究』
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参考資料－４　『別表－２　18年度に実施する戦略研究』
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参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

１.「先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究」

２.「材料地盤技術分野に関する研究」

３.「耐震分野に関する研究」

４.「水環境分野に関する研究」

５.「水工分野に関する研究」
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参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

６.「土砂管理分野に関する研究」

７.「道路技術分野に関する研究」

８.「構造物分野に関する研究」

９.「積雪寒冷地の基礎的土木技術分野に関する研究」



248

参考資料－５『別表－３　18年度に実施する一般・萌芽的研究課題』

10.「寒冷地の水圏環境工学分野に関する研究」

11.「積雪寒冷地の道路分野に関する研究」

12.「寒冷地の農業基盤分野に関する研究」

13.「水災害・リスクマネジメント分野に関する研究」



１．総合的な洪水リスクマネジメント技術による、世界の洪水災害の防止・軽減に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　18年度は、７つの個別課題のうち、４つの個
別課題に取り組んだ。
（１） 海外における洪水被害軽減体制の強化支援

に関する事例研究
　18年度は、フィリピンとスリランカについて
文献調査に基づいた水災害に関する要因分析を
行った。さらに、ハティア島（バングラデシュ）
を事例として、防災カルテを提案した上で、被
害要因の仮説を設定し、現地調査によって仮説
の検証を行った。

（２） 発展途上国向け洪水ハザードマップに関す
る研究

　18年度は、発展途上国における洪水ハザード
マップの作成・普及状況の調査を行った。その
結果、日本で行われてきたトップダウンによる
マップの作成・普及方式のほかに、住民との話
し合いを通して、地域に適した洪水ハザードマッ
プを作成していく方法も有効であることを明ら
かにした。

（３） 人工衛星情報等を活用した洪水予警報のた
めの基盤システム開発に関する研究

　18年度は、人工衛星による雨量観測データを
地上雨量データと比較してその精度を検証した。
また、途上国の現地技術者が、人工衛星雨量を
分布型流出モデルに入力して流量計算を行うた
めのシステム開発を行った。

（４） 河川を遡上 する津波の水理学特性の解明と
　　  その被害軽減に関する研究
　18年度は、不等流場を遡上する波状段波の水
理実験を行い、波頭部の水位上昇率が２倍程度
となることを明らかにした。さらに、実用的な
１次元数値解析法を示した。



２．治水安全度向上のための河川堤防の質的強化技術の開発
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 河川堤防の弱点箇所抽出・強化技術に関す
る研究

　河川堤防の詳細調査結果と概略点検結果の関
係の評価を行い、安定度評価における堤防のモ
デル化や照査基準等の課題を示した。また、基
礎地盤内に透水層が存在する場合の三次元浸透
流解析を行い、透水層内の流速ベクトルは最短
浸透経路となる堤防横断方向ではなく、透水層
の方向にほぼ平行している（図－２.１）などの
結果が得られ、縦断方向の構造が堤体内水位な
どに影響を及ぼすことがわかった。

（２） 統合物理探査による河川堤防の内部構造探
査技術の開発

　堤体および基礎地盤内の弱点箇所を経済的か
つ高確度で把握する現地探査技術を開発するこ
とを目標とし、現地実験の結果、牽引型比抵抗
探査法と土木研究所が開発したランドストリー
マーを活用した高精度表面波探査法が現地作業
性および異常部の検出能力に優れていることが
わかり、この２法を組み合わせた「統合物理探
査技術を用いた河川堤防内部構造探査マニュア
ル」の素案を作成した。また、平成18年夏に被
害が発生した堤防での適用結果から、漏水被害
発生位置が比抵抗値とS波速度値を指標とするこ
とで識別可能であることがわかった（図－２.２）。

（３）耐侵食機能向上技術の開発
　過去の被災事例分析により、破堤の主たる原
因を定性的に確認した（図－２.３）。また、堤体
材料の締固度等が耐侵食機能に及ぼす影響を実
験的に明らかにするとともに、シート工法にお
ける揚圧力の影響や、ドレーン工法、短繊維混
合補強土工法等の耐侵食性に関するいくつかの
知見を得た。



３．大地震に備えるための道路・河川施設の耐震技術
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 山岳盛土の耐震診断・耐震補強技術の開発
　18年度は山岳部道路の中で地震時に弱点箇所
となりやすい沢埋め道路盛土の崩壊メカニズム
の解明、および耐震補強工法の効果を把握する
ことを目的に動的遠心模型実験を行った。その
結果、盛土の締固め度が低く、盛土のり尻の浸
透水位が高いほど、大規模な崩壊が生じやすい
ことを確認した。耐震補強工法の効果について
は、盛土底面に排水層を設けることにより盛土
のり尻の浸透水位を低下させることで、大規模
な盛土の崩壊を防げる可能性があることを確認
した。

（２） 既設ダムの耐震診断・補修・補強技術の
開発

　18年度は、大規模地震により引張亀裂が発
生した重力式コンクリートダム堤体の強度の回
復・増強を目的とした補修工法として、断面増
厚工（腹付け工）とアンカー工を取り上げ、分
布型クラックモデルを用いた非線形解析を行い、
引張亀裂の発生、応答加速度・速度、応力分布
などの観点からその補修効果及び課題を明らか
にした。また、コンクリートダム堤体内にアン
カー体を定着することを想定し、実ダムから採
取したコンクリートコアを用いてアンカー体引
抜き試験を実施し、コンクリートとアンカー体
の周面摩擦抵抗を評価した。



４．豪雨・地震による土砂災害に対する危険度予測と被害軽減技術の開発
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 豪雨による土砂災害危険度の予測手法の開発
　地形・地質・隆起量等の高精度空間情報の中
から、深層崩壊の発生した地域に共通した要因
を抽出し、その影響度を評価した。その結果を
踏まえた土砂災害危険度評価モデルのたたき台
を作成した。
　また、花崗岩、中古生代堆積岩、新第三紀堆
積岩およびグリーンタフ地域においてフラジリ
ティー曲線を作成し、斜面崩壊確率変化予測図
を作成した（図－４.１）。さらに、道路斜面の危
険箇所を総覧するための「道路防災マップ作成
要領（案）」を公開し、本手法の一部を現在実施
中の道路防災点検の要領へ反映させた。

（２） 地震に対する土砂災害危険度の予測手法の
開発

　ボーリングコアによる地すべり挙動および
内部地質の把握、地震前後の数値標高モデル
（DEM）による芋川流域の全既存地すべりの地
形解析により、再滑動地すべりの地形・地質要
因を抽出し、既存地すべり土塊の一部が滑動し
たことを確認した（図－４.２）。また、芋川流域
において、地震後の土砂生産状況を調査し、地
震の影響を受けた流域における土砂生産量の経
年変化を把握した。

（３）土砂災害時の被害軽減技術の開発
　河道閉塞発生時の調査・監視手法を整理し、
監視・観測システムの構造モデルを作成した。
また、地すべりの遠隔監視手法について、計測
点群の設置実験を行い、計測対象斜面までの距
離、勾配に応じた計測点群の設置手法の提案を
行った（図－４.３）。



５．寒冷地臨海部の高度利用に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）寒冷地臨海施設の利用環境改善に関する研究
　低温室と野外低温環境下において被験者実験
を行い、人体の温冷感覚や温熱的快適感に関す
るデータ取得を行い、冬期の作業環境改善効果
をより的確に評価できる温熱指標の適用性を評
価した。また、温熱環境が作業能力へ及ぼす影
響に関する基礎的な実験を試み、作業能力と温
熱環境に関する定式化に向けての基本的な検討
を行った（図－５.１）。その結果、作業環境と作
業効率の関係は、作業継続時間と温熱指標とを
考慮することにより説明できる可能性があるこ
とを把握した。

（２） 海氷の出現特性と構造物等への作用に関す
る研究

　海氷と構造物との力学的相互作用に関する研
究の一環として、流氷制御施設（アイスブーム）
と流氷群との干渉に関する実験と検討を行った
（図－５.２）。氷盤群の集積状況や、種々の環境・
境界条件などが、アイスブームに作用する氷力
へ及ぼす影響などを明らかにした。

（３） 寒冷地港内水域の水産生物生息場機能向上
と水環境保全技術の開発

　港湾漁港水域を環境諸条件ごとに分類し、防
波堤への藻場機能付加や蓄養水面の汚染対策等
に関する観測を行い、適切な整備・管理手法の
確立に向けた検討を行った。抜海漁港では、蓄
養水面の底質悪化要因として、陸域由来の枯葉
等が開口部から大量に流入していることを分析
結果から示した。改善策として、流れ藻トラッ
プを用いて蓄養水面に流入する流れ藻等を捕捉
し、その効果を検証した（図－５.３）。

ペグボード試験



６．大規模岩盤斜面崩壊等に対応する道路防災水準に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）道路斜面の評価・点検手法の提案
　北海道では、平成８年の豊浜トンネル崩落以
後、道路斜面の調査・対策が進んだ。しかし、
その後も崩壊は発生し（図－６.１）、質の高い斜
面の調査・評価等の防災システムの構築が急務
である。18年度は事例分析を進め、北海道にお
ける道路防災点検箇所のスクリーニング方法を
検討、提案した（図－６.２）。
　これは、管理対象道路の防災レベルを概括的
に把握して「点検対象区間」を選定するという
第１段階と、選定された点検対象区間について
災害要因を抽出し、「安定度調査箇所」を選定す
る第２段階からなる。このとき「地域特性把握図」
や「道路防災基本図」を作成して情報の整理・
把握に供する。この成果は北海道開発局に提案
し、新たな道路防災点検に生かされている。

（２）道路防災工の開発
　一方、道路斜面においては大規模な崩壊のみ
ならず、落石規模の小崩壊が頻発している。本
研究では、落石に対する道路防災工の合理的か
つ経済的な設計手法の開発を目指して、18年度
は、RC製アーチ構造形式の耐衝撃特性把握を目
的に、小型RCアーチ模型を用いた重錘落下衝撃
実験を実施した（写真－６.１）。
　その結果、幅の小さい試験体では衝突エネル
ギーの増加に伴い曲げ破壊が卓越し、幅の広い
試験体では押し抜きせん断破壊に至り、アーチ
効果が小さいことが明らかになった。
　さらに、基礎杭を擁壁内まで立ち上げた杭付
落石防護擁壁を提案し（図－６.３）、二層緩衝構
造併用時の耐衝撃挙動を把握すべく、重錘衝突
実験を行った。その結果、この擁壁は落石エネ
ルギー吸収性能に優れていることが明らかとな
り、実際の現場に適用した。



７．冬期道路の安全性・効率性向上に関する研究
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　冬期道路の安全性・効率性向上に資するため
以下の研究課題に取り組んだ。

（１）冬期道路管理に関する研究
　路面凍結予測手法構築のため、気象観測と路
面温度観測を行い、路面温度と路面状態の推定
モデルを構築した。「冬期路面管理支援システム」
を試験運用して予測情報を道路管理者に提供し
た。また、連続的すべり抵抗測定技術に関する
試験、精糖時の発生残渣から製造したすべり止
め材等の散布効果に関する試験等を行った。

（２）寒地交通事故対策に関する研究
　科学的な事故分析を行うため、交通事故分析
システムに、交通事故と道路構造、気象状況等
との関係を分析する機能等を追加した。また、
地域特性に合致した交通事故対策技術の開発の
一つとして、白線破線区間（追越し可）用のラ
ンブルストリップスの規格を検討した。

（３）防雪対策施設の性能評価に関する研究
　吹雪対策施設効果調査における視程計測方法
に関する文献調査を実施し、吹きだまり形状に
よる影響など防雪施設の評価に必要な調査項目
と課題を抽出した。これらの結果に基づき、石
狩吹雪実験場で防雪柵を設置し、吹雪等の観測
を開始した。

（４）吹雪視程障害に関する研究
　道路上の視程計測に関する実態把握と、視程
計測上の課題整理を行った。過年度測定データ
解析により視程の時間変動等の特性を把握する
とともに、吹雪視程の計測、評価に向けた課題
を整理した。

 



８．生活における環境リスクを軽減するための技術の開発
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 医薬品・病原微生物等の測定手法の開発お
よび存在実態・挙動の解明

　塩素消毒により99.9％不活化するために必要な
Ct値（消毒強度）は、０剤耐性大腸菌を基準と
すると、６剤耐性大腸菌では、1.1 ～ 1.4倍必要
であることがわかった（図－８.１）。

（２）水質リスク評価手法および対策技術の開発
　医薬品などの水生生態系への影響評価を行う
ためのバイオアッセイ手法の開発では、図－８.２
のように藻類を対象とした場合、医薬品によっ
ては0.01mg/L程度で阻害率が大きくなることを
明らかにした。

（３）地盤汚染分析法および評価法の開発
　土壌汚染に関して鉛と砒素を対象とした簡易
分析法として、土壌と蒸留水の固液比を１：４
とし、手振りによって鉛、砒素を溶出させ、そ
の後、検知管にて砒素濃度を測定する方法を提
案した（図－８.３）。
　自然的原因による重金属汚染の溶出ポテン
シャルの高い地質環境の分布・特徴の解明では、
完新統の海成堆積物からの鉛の溶出量は、堆積
物中の鉛の存在形態と関係があることがわかっ
た。
　重金属汚染の自然的原因を内包している岩石
からの重金属溶出ポテンシャルの簡易判定法と
して、粒径０～ 40mmの試料で行う試験法を提
案した。図－８.４のように提案した０～ 40mm
の46号試験による砒素の溶出量は、長期溶出試
験の溶出量よりも１試料を除いて多く、重金属
汚染のふるい分けに用いる試験としては適切で
ある。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　効率的な道路基盤整備に資するため、本重点
プロジェクト研究では、道路橋の信頼性に基づ
く合理的な設計法を導入するための部分係数設
計法の開発を行う。また、舗装の性能規定化に
対応するための理論設計法と、評価法が未整備
である性能指標（疲労破壊輪数、すべり抵抗値、
騒音値、舗装用バインダ・表層用混合物の供用
性等）の評価法の開発を行う。18年度に得られ
た主な成果は以下のとおりである。

（１）道路橋の部分係数設計法
　鋼桁橋・コンクリート桁橋上部構造の設計、
杭基礎・直接基礎の設計、および鉄筋コンクリー
ト橋脚の橋の耐震設計に関して、照査式の部分
係数書式への変換、現橋の信頼性レベルの把握、
部分係数値の試算等を行った（図－９.１）。

（２）舗装の理論設計法
　舗装構造の理論設計を行うための入力条件で
ある材料の物理定数のばらつき等の影響につい
て把握し、設計に用いる弾性係数を精度良く設
定するためのレジリエントモデュラス試験の標
準法を提案した。

（３）舗装の性能評価法
　舗装の疲労破壊輪数を評価する重錘落下式た
わみ測定装置（FWD）の検定施設を新たに設置
し（写真－９.１）、その機能を確認するとともに、
簡便なすべり抵抗測定手法を開発するため、DF
テスタ（ダイナミック・フリクション・テスタ）
とすべり抵抗測定車による測定値の関係を求め
た。また、ポリマー改質アスファルトの性能評
価法の現状と課題を整理し、耐流動性（高温性状）
および耐低温ひび割れ性（低温性状）の評価に
適用できる可能性のある試験方法を提示した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 塩害を受けるコンクリート構造物の脱塩に
よる補修方法の開発

　コンクリートの塩害に対する補修方法として
電気化学的脱塩（図－10.１）に着目し、通電中
のコンクリート内部の電流密度について、円柱
供試体を用いた実験結果と解析結果とを比較し
た。その結果、解析によって塩化物イオンを除
去できる範囲を明らかにできること、脱塩後に
残留する塩化物イオン量を予測できる可能性が
あること等を明らかにした。

（２）既設鋼床版の疲労耐久性向上技術の開発
　既設鋼床版に発生する疲労亀裂について、そ
の発生原因を検討するとともに、鋼部材を用い
る補強工法（図－10.２）および剛性の高い舗装
を用いる補強工法を開発し、その効果を確認す
るための実験を行った。その結果、亀裂発生メ
カニズムを把握するとともに、提案する補強工
法の補強効果を確認した（図－10.３）。

（３）既設トンネルの変状対策工の選定手法の開発
　トンネル覆工の対策工について、覆工コンク
リートに発生したひび割れの特徴を変状発生原
因別に抽出するとともに、鋼板接着工の効果を
確認するため実大規模の載荷実験を行った（図
－10.４）。その結果、損傷した覆工コンクリート
を鋼板で補強する場合、コンクリートと鋼板を
確実に接着すれば、無垢の覆工コンクリートと
比較して変形が抑制され、耐荷力も向上するこ
と等を明らかにした。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）泥炭性軟弱地盤対策工の検討
　泥炭性軟弱地盤対策工について、現場沈下の
実態調査から供用後の残留沈下（写真－11.１）
がライフサイクルコストに大きな影響を与える
ことが明らかとなった。さらに、中層混合処理
工法および敷き金網併用プラスチックドレーン
工法の泥炭性軟弱地盤に対する改良効果の評価
を行った。

（２）寒さに強いコンクリートの開発
　コンクリートの凍害、塩害複合劣化の進行に及
ぼす重要な外部環境因子を絞り込むことができた。
　凍害・塩害複合劣化に強いコンクリートを目
指し、改良セメントの開発の促進や表面含浸材
の効果を検証した。コンクリート構造物の補修
補強工法として短繊維混入吹付けコンクリー
トと連続繊維を用いた工法の検討を進め（図－
11.１）、使用可能性を確認した。

（３）寒冷地における構造物の耐荷力向上
　橋梁床版に積雪寒冷地特有の劣化作用が加わ
ることによる耐久性変化について検討した。北
海道内で実際に使用された床版の輪荷重走行試
験（写真－11.２）により、床版の劣化プロセス
及び疲労耐久性を整理し、さらに、積雪寒冷地
RC床版の損傷度に応じた余寿命予測式の素案を
提案した。

（４）寒冷地舗装の劣化対策
　寒冷地舗装について、大粒径混合物の適用可
能性を確認した（図－11.２）。コンクリート版の
上にアスファルト層を舗設するコンポジット舗
装構造について、評価・検討を進めた。寒冷地
舗装の設計法に関して、ダンプトラックとFWD
試験機の載荷によるアスファルト混合物層下面
のひずみを測定し、理論的設計法による解析値
と近似する結果を得た。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 他産業リサイクル材料利用のための評価手
法の提案

　他産業リサイクル材料に係わる最新の利用状
況の把握では、利用実績の少ない貝殻に着目し
て、貝殻を骨材としたセメントモルタルの基礎
性状を室内実験によって明らかにした。

（２）舗装分野のリサイクル技術の開発
　溶融スラグを舗装へ適用した場合のCO2発生量
等の把握では、非鉄金属スラグを舗装へ適用し
た場合の資源（エネルギー等）消費量および環
境負荷物質（CO2等）発生量を試算・把握した。
その結果、輸送の環境負荷に占める割合が大き
く、輸送距離が短ければ、比較的環境負荷が小
さいことが分かった（図－12.１）。
　直轄国道における再生排水性舗装の追跡調査
結果からは、現時点においては排水性舗装発生
材再生舗装の耐久性には問題はみられなかった
（図－12.２）。
　舗装発生材の品質評価方法の検討および再生
用添加剤の品質評価方法の検討を行った結果、
発生材の品質評価ではアスファルトモルタルに
よる評価方法の可能性を見いだした（図－12.３）。

（３） 公共事業由来バイオマスの資源化技術の開発
　高含水バイオマスの熱化学的エネルギー直接
変換技術に関しては、長万部下水道終末処理場
内に図－12.４のようなパイロットプラントを建
設し、試運転を行ったところ、システムの自立
運転が達成され、実用化の可能性が高いことが
示された。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）新しい水生生物調査手法の開発
　アユを対象に野生動物自動追跡システムを適
用することを目標に、①アユ用小型軽量電波発
信機の開発、②アユへの影響の少ない装着方法
の検討、③電波発信機装着がアユの遊泳行動能
力へ与える影響評価の実験を行った（図－13.２）。
また、河川急流部及び河床深部における生物調
査のため、重機を用いた調査手法を検討し実施
した。

（２）河川地形の生態的機能の解明
　流量制御下のダム下流区間を対象とした現地
調査及び実験河川での実験により、流量と河床
付着物の状態、底生動物、魚類の摂食圧に関す
る基礎データを取得した（図－13.３）。また、実
験河川に異なるサイズの礫を敷設して実験を行
い、成立した魚類群集構造の類型化を行った。

（３） 流域における物質動態特性の解明と流出モ
デルの開発

　土木研究所が開発してきた総合的な水循環解
析モデル（WEPモデル）を基盤に、窒素および
リンのモデル化、コーディング等を行った。また、
調査河川で栄養塩類、必須元素等の実態調査を
実施した。

（４） 湖沼の植物群落再生による環境改善手法の
開発

　霞ヶ浦における水生植物群落の分布変遷をも
とに、水生植物の有無が底泥の巻上がり量に及
ぼす影響等について検討した。その結果、水生
植物が巻上がり量の減少に著しく寄与すること
が分かった（図－13.４）。
　その他、水生生物等の安定同位体分析により
河川生態系を支える物質由来の検討等の調査を
実施した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 台形CSGダムの材料特性と設計方法に関
する研究

　台形CSGダムの構造的安定性を評価する際に
必要なCSGの配合設計法と品質管理法を提案す
るために、CSG供試体に対して、４種類の載荷
パターンによる繰返し載荷試験を実施し、繰返
し載荷時の強度・変形特性には微粒分の影響が
大きいことを明らかにした。また、CSGの粒度、
単位水量、強度の関係に着目して現場施工デー
タの分析を行い、重点監視が必要な粒度と単位
水量の組み合わせを明らかにした。

（２） ダム基礎等における弱層の強度評価手法の
開発

　既存資料の調査から強度評価手法に基づく弱
層の分類方法を提案したほか、せん断強度に大
きく影響する弱層の表面形状を精度良く計測す
る手法（レーザー変位計測定、型取りゲージに
よる測定）の試行を行い、その有効性を確認し
た上で現地適用にあたっての問題点を示した。

（３） 貯水池下流供給土砂の高精度制御に関する
調査

　エアーバルブを用いた排砂施設について模型
実験を行い、吸引口を順次下方へ切り替えるこ
とで、砂質土を排出できることを確認した。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１） 蛇行復元等による多様性に富んだ河川環境
の創出と維持の手法開発

　図－15.１にあるように直線化された現河道と
蛇行していた旧河道である三日月湖の接続につ
いて、旧河道が現河道よりも河床勾配が緩やか
であるため、土砂による蛇行河道の埋没防止の
ための堰の必要性について水理実験を行い、河
道維持のため堰が必要であるとの結論を得た。

（２） 冷水性魚類の自然再生産に良好な河道設計
技術の開発

　図－15.２のようにサクラマスの産卵床はその
約８割が淵尻や淵脇にあることがわかった。ま
た、その他は大雨による増水時でも流心から離
れる位置にある水際の緩流部に産卵することが
わかった。

（３） 結氷時の塩水遡上の現象解明と流量観測手
法の開発

　結氷時、非結氷時に現地観測を行い、感潮域
の非結氷時で成立する流量推定式の係数を変化
させることで結氷時においても成立することが
判明した（図－15.３）。

（４） 大規模農地から河川への環境負荷流出抑制
技術の開発

　農地からの流出水が排水路沿いの緩衝帯を通
過する場合、図－15.４のように緩衝帯地下水の
硝酸イオン（NO3－）濃度は移動距離の増ととも
に低下する傾向にあり、おおむね25m地点まで
に一定値に収束することがわかった。NO3－濃度
低下の主要因として希釈によるものと生物浄化
によるものが考えられるが、同時に測定した塩
素イオン濃度の変化割合より、降雨時や大雨直
後を除けば、おおよそ生物浄化によるものであ
ることがわかった。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

　バイオマスの肥料化・エネルギー化技術の開
発と効率的搬送手法の解明、バイオマス起源生
成物の地域有効利用技術の開発の２個別課題に
着手した。

（１）共発酵処理後の消化液の安全性
　家畜ふん尿以外のし尿処理汚泥、合併浄化槽
汚泥、廃乳製品、乳牛工場汚泥、水産加工残滓
等の地域で発生するバイオマスを副資材として
共発酵処理し、その消化液中に含まれる重金属
成分の組成および窒素・リン酸・カリなどの肥
効成分の変化を分析すると、①消化液中の灰分
および有機物含有率が高まり、その結果、窒素
やリン酸の含有率が高くなる。肥料成分の増加
により効率的な消化液へと改質する。②重金属
のうち銅および亜鉛の含有率は高くなったが、
基準値以下の小さな値であり、消化液は安全で
ある。液肥として農地へ循環利用できる利点な
ど基礎技術を実証した。

（２）バイオガスから化学基礎原料の生産
　バイオガスの触媒改質により水素や従来は石
油等から生産される化学基礎原料のべンゼンが
併産できる。その用途としての燃料や水素キャ
リアとしての利用の実験的研究を行った。水素
化実験は転化率87.2％と水素キャリアとしての高
い効率を得た。
　判明した転化特性（ベンゼンの非反応分）等
により、ガソリンへの混合燃料として利用する
場合の収支等を明らかにできた。また、実験デー
タから地域で水素・燃料電池利用する場合の技
術性、経済性等の検討ができた。
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参考資料－６　18年度に行った重点プロジェクト研究の成果概要

（１）送配水機能評価手法の提案
　水田用水需要の昼夜変動に対処可能な既存用
水施設の送配水機能の確保が、水資源の効率利
用や営農改善のために必要である。幹線用水路
の水位・流量の日変動は、支線用水路への分水
流量を変動させ、この変動が過大な場合、支線
潅漑区域内で局所的水不足や水路からの溢水が
生じる。これらの防止のために守られるべき支
線用水路への分水量の許容変動範囲を明らかに
した。また、この結果を用いて用水システムの
送配水機能評価手法を提案した。この手法は用
水管理改善方策の検討にも応用でき、施設整備
計画の技術判断に利用できる（図－17.１）。

（２）構造機能の診断と補修技術の開発
　水利施設を低コストで維持管理し、長期に供
用する方法の確立が必要で、そのための施設の
供用性判断技術や寒冷地に適した補修技術等の
開発が望まれる。劣化予測や補修工法の選定に
おいては、施設が曝される環境条件の把握が重
要であり、現場環境の指標（凍結融解回数指標等）
と構造物の劣化形態の把握調査を実施した。
　表面被覆補修工法はコンクリート開水路の補
修工法であるが、寒冷地での適用は未解明であ
り、３種類の素材による工法の現地検証に着手
した（写真－17.１）。また、工法の適用性評価試
験で模倣すべき条件を現地観測より整理すると
ともに、既開発の表面被覆材の付着力試験法の
改良を図り、補修工法の試験法の開発や水利施
設に作用する劣化メカニズムの精査を継続した
（図－17.２）。
　このほか、泥炭性軟弱地盤での埋設管の設計
法に関する実験と研究を実施した。
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活断層周辺の地下構造探査手法および地盤モデル作成手法に関する調査

油圧ショベルによる掘削作業の自動制御技術に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　活断層を震源とする地震被害を的確に予測す
るには、地下数kmにおける活断層周辺の地下地
質構造やS波速度構造を明らかにすることで、地
震動に対する地表地盤の強度を予め把握してお
くことが必要である。

　18年度は、神奈川県小田原市の国府津－松田
断層をモデル地域として、S波起震機を利用した
反射法地震探査を実施した。その結果、S波速度
構造は大きく二層に分けられ、断層周辺ではS波
速度が著しく低下することを明らかにした。

　土木工事は、危険・苦渋作業がいまだに多く、
作業環境を改善し、安全を確保することが喫緊
の課題となっている。そこで、危険・苦渋作業
の解消と作業の迅速化・効率化を目標として、
油圧ショベルの自動制御技術を開発する。

　油圧ショベルの掘削・積込作業を対象に、掘
削開始位置情報を基に軌跡追従型と事象駆動型
の２種類の動作計画を自動生成して油圧ショベ
ルを自動制御するシステムを試作し、模擬現場
で検証実験を実施した。その結果、両システム
とも動作計画を自動生成するシステムとして有
効であることが確認できた。
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建設機械排出ガス性能の評価に関する研究

河川ポンプ設備の信頼性と経済性を考慮したマネジメント手法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　後処理装置の適用を前提とした、従来よりも
厳しい特定特殊自動車排出ガスの規制値が検討
されており、後処理装置の特性及び建設機械の
使用実態を考慮した、技術的に透明公平な検査
手法が求められている。

　（１）建設機械のPM及びNOx低減後処理装置
に採用される可能性のある技術について評価の
視点から整理した。（２）後処理装置を含めたエ
ンジン耐久要件、特に試験運転時間を短縮する
劣化加速について、検討事項を整理した。（３）
使用過程車の排出ガス検査手法について、オパ
シメータの場合の検討事項を整理した。

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

　河川ポンプ設備は、今後老朽化による維持管
理費の増大が予測され、信頼性評価に基づく維
持管理手法の検討が急務となっている。また、
継続的に設備の信頼性を確保しつつ適切な維
持管理を行うためのデータベース構築が必要と
なっている。

　信頼性評価手法の検討としてFMEA（故障モー
ド影響解析）、FT図作成、維持管理用データ項
目の整理等を行った。
　今後は得られた成果を活用し、実機場の故障
データ整理、故障率の解析・算出方法の検討、
信頼性評価マニュアル作成、状態監視保全のた
めの技術検討を行う。



ずい道建設における機械掘削時の粉じん対策技術の開発

アップグレードソイルを用いた土構造物に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　トンネル建設工事に伴って発生する粉じんに
起因するじん肺症等の粉じん障害は、大きな社
会問題となっている。特に機械掘削時には多量
の粉じんが発生する。本研究は、機械掘削時の
粉じん低減技術の開発を目的とする。

　18年度は、模擬岩盤コンクリートを用いた機
械掘削実験を実施した。主要な成果は下記のと
おりである。
１） 強度が大きいほど粉じん濃度が大きいことが明らかになった。
２） 送風量を1,500m3/minとすることにより、じん肺症を引き起こす原因といわれる粒径５μm以

下の粉じん量を低減する効果があることが明らかになった。
３） 散水量を増やすと粉じん量の低減効果があるが、粒度分布に変化は見られず、粒径５μm以
下の粉じん相対量を低減するには至らないことが明らかになった。

　建設発生土の発生抑制、建設コスト縮減の観
点から、改良土を従来までの新材の代替材とし
ての利用から発展させ、改良土の強度特性を土
構造物の設計の合理化に組み込むことが求めら
れている。

　18年度では、重錘落下試験、不攪乱供試体の
一軸圧縮試験法による品質管理手法の提案を行
い、従来の室内試験では把握することができな
い、混合の度合いによる施工のバラツキや、現
場と室内試験での密度の違い等による試験値の
誤差を、提案方法により、正確に評価できるこ
とを確認できた。

@



余剰有機物と都市排水の共同処理技術に関する研究

混合補強土工法、軟弱地盤対策工法の現地適合化技術の開発に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　都市で発生する余剰有機物の有効利用および
発酵廃水の効率的処理が求められているため、
下水道施設を活用してこれら余剰有機物と都市
排水とを複合処理して資源・エネルギー回収を
行う新技術の開発が必要である。

　18年度は、発酵廃水の性状について調査し、
平均的な下水処理場流入水質より高濃度の傾向
であり、特に窒素およびリン濃度が高い特徴が
見られることを把握した。また、嫌気処理を活
用した省エネルギー型下水処理の実証プラント
を下水処理場に設置して実験を開始した。

　本研究は、わが国の社会資本の更新需要に備
え、新規投資期にある東南アジア諸国の現場を
活用して、社会的要請に応えられる土工技術の
開発を行うもので、タイ、ラオス、インドネシ
アとの４カ国研究協力協定のもとで実施してい
る。

　気泡混合土工法の軟弱地盤対策としての適用
性を検討するためにタイ国バンコク市において
製作した気泡混合土工法試験盛土において追跡
調査を行い、地盤沈下低減効果等を把握すると
ともに、現地の気候、社会条件に適した設計・
施工技術の改良方法について提案を行った。



在来魚種保全のための水系の環境整備手法の開発

都市水環境における水質評価手法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　本研究は、在来魚集団維持のために必要な水
系内の空間配置や連結性の考え方を示し、現在
の水系の中で効果的に水域環境を保全・修復す
るための考え方や手法の提案を行うために実施
しているものである。

　今年度は、指標魚種として陸封型の中卵生カ
ジカを選定し、同一水系内に生息する集団の遺
伝情報や水系内の物理情報を用い、集団が利用
する水空間の生息環境や地域集団同士の交流状
況を評価することを試みた。その結果、AFLP解
析結果から求めたいくつかの指標により、カジ
カの繁殖環境や交流状態を、評価できる可能性
を示した。

　都市水環境においては、様々な排水が流入し
ているが、環境基準項目等の監視では水生生態
系への影響を把握することができない。したがっ
て、生態影響評価を目的とした水質評価指標の
開発が必要となっている。

　同一水域に流入する河川水について藻類増殖
試験を実施し、生長を阻害する河川水が多く存
在することを明らかにした。また、流入する排
水の種類が異なる河川における底生動物や付着
藻類の調査により、排水の種類により生息種や
数が影響を受けることを明らかにした。



低拘束圧条件下におけるロック材料強度に関する研究

火山灰の浸透能低下と堆積厚が土砂流出に与える影響に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　現行のロック材料の設計強度は、低拘束圧条
件下においてかなり安全側の設定となっている。
そこで、拘束圧依存性を考慮したロック材料の
強度を適切に評価することにより、ロックフィ
ルダムの堤体設計の合理化を図る必要がある。

　表層すべり試験で得られた内部摩擦角φiは三
軸圧縮試験の拘束圧σ3≒50kPaでの内部摩擦角
φ０と同等以上の値であることを確認し、三軸圧
縮試験の精度確保が困難なσ3≦50kPaの領域に
ついてはσ3＝50kPa時のφ０を与えるという強度
設定方法が考えられる。

　噴火後の火山において火山灰の浸透能や堆積
深が土砂流出の発生に大きく影響する事が言わ
れているが、それらについての定量的な評価手
法は確立されておらず、火山砂防対策を講じる
に当たってそれらを把握することは非常に重要
である。

　18年度は、火山灰の浸透特性について、各機
関で検討されている資料を横断的に収集し、浸
透特性と火山灰の物理特性や化学特性等各要因
の分析を行い、浸透能形成に影響する因子を抽
出した。また、ムラピ火山において火山灰の浸
透特性を計測するために現地浸透実験を行った。

 



豪雪時における雪崩危険度判定手法に関する研究

トンネルの換気設備の設計法に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　平成18年豪雪等に伴い雪崩災害及び集落孤立
が多発し、深刻な課題が顕在化した。このため
活用可能な手段を駆使し、直ちに対処できる手
法の開発に取り組んだ。

　近年の雪崩災害の特性を事例分析及び現地観
測等で明らかにした。また雪崩斜面の形状及び
積雪分布等の航空レーザー（LP）計測数値デー
タを用いた雪崩の発生条件・動態の解析（図－
１）と、リアルタイム気象情報の活用による雪
崩危険度判定を試みた。さらに、雪崩危険箇所
点検・応急対策マニュアル作成のための事例調
査や、低温下の多量降雪後の積雪調査を行った。
　その結果、LP計測の有効性と低温下の積雪の
特性が分かった（図－２）。

　道路トンネルの換気設備の合理的な設計を行
うためには、近年の自動車排出ガス規制の効果
を反映させた排出量および速度勾配補正係数の
設定が必要である。

　新短期・新長期の排出ガス規制適合車を用い
た台上試験を行った。その結果、新短期および
新長期の排気ガス規制の適合車の煤煙の排出量
は非常に小さく、速度勾配による影響の評価方
法としては、車両によっては従来のような速度
勾配補正係数を設定せずに、基本となる１台あ
たりの煤煙排出量に速度および勾配の変化にと
もなう排出量の増加分を加味した設定をするな
どにより評価した方が合理的なものになる可能
性が考えられた。



大深度地下トンネルの構造設計法に関する研究

山岳トンネルの耐震対策技術に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　現在のシールドトンネルの覆工設計法は、主
に軟質地山を対象にした施工実績等から得られ
た知見を基に作成されており、大深度下の良質
地盤を対する設計法となっていない。このため、
大深度地下トンネルの設計荷重や諸定数などの
設定方法、設計法の確立が必要である。

　洪積の砂質土および粘性土（土丹）における
シールドトンネルの現場計測結果の分析により、
土被りが大きく良好な地盤に建設されるトンネ
ルには水圧として静水圧が作用すること、トン
ネルの天端に作用する土圧は緩み土圧よりも小
さく、特に洪積粘性土中のトンネルに作用する
土圧は非常に小さいことが分かった。

　地震に強いとされてきた山岳トンネルにおい
て近年の地震で覆工崩落等の被害が発生した。
地震対策を合理的に実施するには，被害発生メ
カニズムを解明し対策を要するトンネル条件と
効果的な対策を確立する必要がある。

　既往の地震被害を分析し、被害は表に示す箇
所に集中していることを確認した。また、著し
く強度が異なる地層境界部に建設され、大きな
被害が発生したトンネルを対象として数値解析
による再現を試みた結果、覆工に大きな応力が
生じ、実トンネルで発生したものと同様の変状
が発生する可能性があることが分かった。
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鋼床版の疲労設計法に関する研究

鋼橋溶接内部欠陥の検査法に関する調査
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　鋼床版については現在、疲労設計指針に基づ
き疲労設計が行われているが、現行構造と類似
の構造詳細において疲労損傷が報告され始めて
おり、現行設計の妥当性及び耐久性向上策を検
討する必要がある。

　鋼床版のデッキプレートとUリブの溶接線の
疲労耐久性を向上させる方法として、従来より
も厚いデッキプレートを用いることを想定し、
FEM解析を実施するとともに（図－１）、実大鋼
床版試験体を製作して輪荷重走行試験を実施し
た（図－２）。その結果、着目溶接部近傍で応力
低減効果が確認できた。

　鋼橋溶接部の非破壊検査法として、超音波探
傷法（UT）が用いられているが、より一層の品
質管理の向上の観点から、機器や検査技術者の
技量の影響を極力抑えた客観性、信頼性の高い
探傷技術が求められている。

　既設橋脚隅角部の未溶着の状況の調査を対象
として、汎用型のMUTについて、既設橋脚を模
した試験体の実橋脚隅角部に対する探傷試験を
行い、溶接部の欠陥や未溶着に対する検出性能
の評価を行った。その結果、斜角探傷において、
未溶着高さの誤差の平均値はほぼ０mm、標準偏
差は２mm程度であり、概ね、精度良く検出でき
ていることが確認された。
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鋼橋桁端部の腐食に対する補強法に関する研究

コスト縮減に資する道路橋下部構造の合理化に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　鋼橋の桁端部は局部的に著しい腐食が発生し
やすく、橋の安全性に影響を与えることが懸念
される。本研究では、著しく腐食した鋼部材の
補強法及び補修・補強の選定方法について検討
する。

　腐食が著しい鋼部材への当て板補強を想定し
て、高力ボルト継手の接合面に厚いエポキシ樹
脂を塗布した場合の、樹脂厚がボルト軸力やす
べり耐力に及ぼす影響について実験的検討を
行った。その結果、樹脂厚が大きいほどボルト
軸力が著しく低下したが、樹脂厚約５mmであっ
ても樹脂無しの高力ボルト摩擦接合継手に比べ
て高いすべり耐力が得られることがわかった。

　本研究は、道路橋下部構造のコスト縮減が期
待できる合理化構造の普及促進を図るために、
斜杭基礎および橋台部ジョイントレス構造の設
計法、杭とフーチングの縁端距離の縮小化につ
いて検討するものである。

　斜杭基礎について、組杭模型試験結果を分析
することにより大規模地震時における許容塑性
率の提案を行った。橋台部ジョイントレス構造
については、米国の現地調査等を実施し，設計
の基本的な考え方や設計法確立に向けた課題を
整理した。また、フーチングと杭の縁端距離に
ついては、場所打ち杭を対象にした模型載荷実
験を実施し、その縮小化の可能性があることを
確認した。



損傷を受けた基礎の対策工に関する研究

新しいセンサ技術を活用した流量観測データの信頼性向上に関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　本研究は、軟弱地盤上の橋台における代表的
な損傷形態の一つである側方移動に対する対策
工ガイドラインの整備、および近年顕在化して
いるアルカリ骨材反応により損傷を受けたフー
チングの健全度評価手法について検討するもの
である。

　橋台側方移動については、事例調査を実施し、
設計・施工時および対策工に関する現状の課題
を整理した。また、フーチングのアルカリ骨材
反応については、損傷メカニズム（発生環境、
損傷過程）を把握することを目的に、環境条件（土
中、水中、気中/水中）の異なる３体のフーチン
グ供試体を対象に暴露試験を開始した。

　既存の水管理施設を最大限に有効利用する上
で流量観測データの精度確保と効率化の両立に
よる信頼性の向上は不可欠である。新しいセンサ
技術やシステム化技術を活用して、水文観測業務
における省人化・コスト縮減と精度確保・信頼
性向上に資するため、本研究を行うものである。

　ADCP・水圧式水深流速計データの実測デー
タを収集するとともに、流量把握のために重要
な流速分布式について複数の式での適合性の比
較を行った。その結果、水理状況により適合す
る流速分布式が異なる傾向が見られた。これは、
水理状況に応じて適切な流速分布式を適用する
ことにより、観測精度の向上が図られる可能性
を示唆するものであり、今後さらに広範なデー
タを収集し検証する必要がある。

 

 



レーダ雨量計情報を活用した洪水危険度評価技術に関する研究

世界水アセスメントに関する研究
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参考資料－７　18年度に行った戦略研究の成果概要

　レーダ雨量計データを用いての洪水危険度評
価技術を確立することで、地上水文観測網が十
分でない中小河川流域での危機管理支援のため
の技術を開発することを目的とする。

　レーダ雨量データを用いて、近年の主要豪雨
のDD解析及びDA解析を行った。その中で特に
被害の大きかった天竜川流域における平成18年
７月降雨では、諏訪湖周辺に相対的にDD式切片
値の最大値や最大DA位置が現れており、最大
DA位置と被害発生との関連性が推測された。今
後、DAD解析結果と被害発生とを関連付けるに
は、レーダ雨量の精査や河川整備水準・被害発
生状況の情報収集方法等の検討が必要である。

　世界の多くの地域の洪水リスク現況をモニ
ターし、水関連災害削減政策の有効性と進展度
を指標を適用して評価することが国連の水関連
プログラムから求められている。

　本目的に適合する洪水リスク評価手法を特定
し、洪水リスク評価に必要な世界で入手可能な
国際災害データベースを収集・処理し、洪水リ
スク評価に必要とされる基礎データ例として国
別の洪水と暴風雨による死者数及び平均年間損
害額等の世界地図を試作した。



１.「先端技術、施工技術、構造物マネジメント技術分野に関する研究」
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

１－①　 CFDを活用した排水機場の性能評価手法に関する研究

　CFDによる渦発生判定と模型実験とを比較し
て渦発生限界予測手法を検証し、これに基づき
CFDによるポンプ吸込水槽の性能評価手法をま
とめ、手順書を作成した。縮小模型実験を最終
確認のみとすることができ、コスト縮減、期間
短縮や既設排水機場改修設計、内水排除計画見
直し等に生かされることが期待される。

１－②　複合的地盤改良技術に関する研究

　芯材を挿入した地盤改良杭の水平載荷試験を
遠心模型実験により実施し、芯材を挿入した地
盤改良杭の剛性は地盤反力の影響が最も強く、
改良強度や芯材の挿入長の影響については小さ
いこと。芯材のひずみより逆算した地盤改良杭
の水平耐力は約100 ～ 200kN程度であり、破断荷
重と比較して充分な安全率を確保していること
を確認することができた。

１－③　実構造物の鉄筋腐食度調査手法の開発

　既設コンクリート構造物と模擬供試体の測定
を通じて、自然電位の測定値は気象条件やマク
ロセル腐食の影響を受けて変動するものの、構
造物全体の自然電位の分布傾向から塩化物イオ
ン濃度の高い箇所や局所的な鉄筋腐食を検出で
きることを確認した。この結果をもとに「塩害
環境下にあるコンクリート橋の自然電位測定方
法（案）」を提案した。



２.「材料地盤技術分野に関する研究」
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

２－①　 複合材料に適用する接合構造の長期耐久性に関する研究

　ボルト/接着併用接合の静的強度特性、FRPと
鋼材とのボルト/接着併用接合におけるボルト軸
力の効果を調査した。①FRP同士およびFRPと鋼
材とのボルト/接着併用接合の静的強度を比較し
た結果、FRP同士の接合部は材料破壊を生じる
ため、強度も大きくなることが明らかとなった。
②ボルトから接合端までの距離が添接板の厚さ
よりも著しく大きい場合には、ボルト軸力の静
的接合強度に及ぼす影響はあまり見られないこ
とが明らかになった。

２－②　 再生材の特性を活かした利用技術の開発に関する研究

　平成18年度は、下水汚泥溶融スラグを使用し
たコンクリートの強度発現および耐酸性を評価
するための実験を実施した。下水汚泥溶融スラ
グ微粉末をセメント代替として利用した場合、
普通ポルトランドセメントを使用したコンク
リートと比較して強度発現が低下するが、硫酸
浸透深さは大きいものの浸漬に伴う質量減少が
小さいことが明らかになった。また、下水汚泥
溶融スラグ微粉末を細骨材代替として使用した
場合、強度発現は大きくなるが耐硫酸性の改善
効果は低いことが明らかになった。

２－③　地盤の視点に基づく環境・景観創造に関する研究

　動物・植物・生態系・地形地質や地盤に関す
る環境保全の事例調査から、トンネル掘削や切土
工事において地下水保全に対する検討・対策の
ニーズ等について把握したほか、石材の有効活用
のための基礎資料として、ダム建設において実施
された岩石試験結果の電子化および整理を行い、
凍結融解に対する耐久性と吸水率や密度、動弾性
係数等の物性値との相関等を分析した。
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

３.「耐震分野に関する研究」

３－①　限界状態を考慮した擁壁の耐震設計法に関する研究

　擁壁に求められる耐震性能・限界状態を整理す
ると共に、擁壁の耐震性能照査法の一つとして簡
易動的解析法による照査法を取り上げ、外力・抵
抗の設定法を整理し、照査法として概成した。右
図は、簡易動的解析に用いる基礎地盤の支持力曲
面パラメータを提案する簡易決定法により設定し
た場合の、擁壁永久変位の実験値と計算値を比較
したものの一例である。

３－②　地震力の遮断に基づく高耐震構造システムの開発に関する研究

　変位制御構造としてすべり系支承とダンパー
の組み合わせ及び復元機構を有するすべり系支
承を用いた模型橋の振動台実験を行うとともに、
トレース解析により解析モデルの検証を行った。
また、すべり系支承とゴムバッファを組み合わ
せた地震力遮断機構を有する橋梁の免震設計マ
ニュアル（案）を発刊した。
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

４.「水環境分野に関する研究」

４－①　過去の環境情報復元技術の開発

　18年度は、画像解析・空中三角測量の技術を
用いて、過去のカラー空中写真から河道内微地
形・水深分布を再現する方法を開発した。その
結果，河道内微地形・水深分布ともに一定の精
度で良好に復元することが可能になった。

４－②　遺伝子解析手法を用いた環境ストレスの検出技術に関する基礎的研究

　下水処理水の魚類への影響を調べるために、
下水処理水に雄メダカを暴露し、遺伝子反応を
マイクロアレイにより測定した。その結果、下
水処理水に暴露された雄メダカは、卵形成に関
わる遺伝子（ビテロゲニン、コリオゲニン、エ
ストロゲンレセプター）の発現が増加した。こ
れらの遺伝子を指標とすることにより、下水処
理水等の水生生物への影響を評価することが可
能であった。

４－③　水辺植物の持つ環境安定機能に関する研究

　自然共生研究センターの実験池において、沈
水植物の避難場としての機能について魚食魚（ナ
マズ）と餌魚（キンギョ）を用いて実験した。
その結果、水草無しのメソコズム（小水域）に
おけるキンギョの平均残存個体数は、7.5個体で
あったのに対し、水草有りのメソコズムでは10.6
個体であった。したがって、水草は捕食圧を下
げる機能、つまり避難場として機能しているこ
とが示唆された。
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

５.「水工分野に関する研究」

５－①　ロックフィルダムのコア幅の合理的設計方法に関する研究

　締め固めたコア材料を用いた種々の条件下の水
圧破砕試験により、拘束圧と水圧破砕時の水圧の
関係の検討を行った。いずれのケースにおいても、
水圧破砕時の注水圧は拘束圧よりも若干大きく、
注水圧増加速度が速いほど水圧破砕時の注水圧は
大きくなることなどがわかった。

５－②　治水専用ダムの洪水調節用放流設備の設計手法に関する調査

　治水専用ダムでは、河川の連続性を保つため
に、河床に近い底標高位置にゲートのない放流
設備を設置することが計画されるが、土砂や流
木による閉塞が懸念される。そこで、水理模型
実験により、土砂や流木による閉塞状況を把握
し、その対策として、適切なスクリーン形状を
提案した。
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

６.「土砂管理分野に関する研究」

６－①　土石流・斜面崩壊発生予測における斜面変動に関する研究

　人工降雨による斜面崩壊模型実験を行い、斜
面崩壊時の変位、飽和度分布の変化を把握する
とともに、降雨浸透による斜面内部の飽和度分
布の変化と変位の関係等を用いて、崩壊予測に
関する検討を行った。

６－②　地すべりの被害額算定手法の開発に関する研究

　地すべりに伴う被害項目を直接・間接被害ご
とに抽出し、被害の連鎖を整理した。間接被害
には、行政管理者の負担など定量化が難しい項
目があることが判明した。また、社会的損失量は、
管理者の負担や風評損失にみられるように、マ
スコミ報道など社会的な注目度によって大きく
変化することが考えられた。

６－③　地すべり地における地下水調査技術の高度化に関する研究

　地下水流下経路の実態に即した効率的な地下
水排除計画を目的として、滝坂地すべりにおい
て、新しい地下水調査手法を開発・研究してい
る。18年度は当センターが開発した加熱式地下
水検層法および酸素をトレーサーとした地下水
追跡法を用い、詳細かつ立体的に地下水流下経
路を推定した。この結果、当手法の利点（長距
離追跡、高精度、省労力、低環境負荷）が確認
できた。
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参考資料－８　18年度に行った一般・萌芽的研究課題の成果概要

７.「道路技術分野に関する研究」

７－①　道路路面雨水の地下浸透技術実用化に関する研究

　18年度は直轄国道で行っている試験舗装の追跡
調査を行った。その結果、供用２年～３年時点で
は舗装の耐久性に低下傾向はみられなかった。雨
水流出抑制性能に関しては、おおむね機能は持続
しているものの、部分的に空隙づまりが発生して
いることが分かった。今後も追跡調査を継続し、
耐久性および機能の持続性について検討を行う予
定である。

７－②　覆工省略型トンネルの適用性に関する研究

　覆工省略型トンネルで想定される力学状態（右
図）を模擬した要素実験を行った結果、主要支
保部材である吹付けコンクリートは、付着力が
ある程度期待できる地山においては増厚による
耐荷力の向上はほとんど見込めないこと、また、
付着力が弱いほど耐荷力も小さいため、付着力
が将来低下した場合の対策を検討し、その力学
的な安定性について検証する必要があることが
分かった。
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８.「構造物分野に関する研究」

８－①　鋼・コンクリート接合構造に関する調査

　複合構造の設計で重要となる鋼とコンクリー
トの接合について、スタッドやずれ止め鉄筋な
ど、最も基本的な鋼棒を用いた接合構造に着目
し、その挙動解明に必要なコンクリートの反力
係数K値の算定法とスタッドへの適用性を実験的
に検証した。また、せん断伝達を負担する鋼棒
が降伏し始める荷重の予測方法を提示した。

８－②　地震時荷重を受ける浅い基礎の支持力特性に関する研究

　直接基礎の地震時の挙動を予測する簡便な数
値解析モデルを開発した。解析モデルは基礎の
弾塑性挙動、基礎の浮上り挙動も考慮できる。
開発した解析モデルを用いて実験をシミュレー
トした結果、計算結果は実験で生じた残留変位
も予測するなど、良好な結果が得られた。
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９.「積雪寒冷地の基礎的土木技術分野に関する研究」

９－①　北海道における道路付属物の性能評価型設計に関する研究

　ポリカーボネート折板を活用した新型越波防止
柵に対して静的載荷実験を実施し、梁理論により
弾性体として設計が可能であることを確認した。
さらに、許容荷重の２倍以上の荷重に対しても、
ポリカーボネート折板本体や固定ボルト等に損傷
は見られず、越波防止柵として安全余裕度が大き
いこと等を明らかにした。

９－②　凍結防止剤の鋼橋塗装への影響に関する研究

　部位毎の腐食面積率と塩分付着量、凍結防止剤
散布量等との関係について調査・分析を行った。
その結果、下フランジは付着量が多く、散布量と
概ね比例していたが、ウェブの付着量は少なく、
関係も認められなかった。また、腐食面積率から
腐食速度を表すさび係数を求めたが、付着量との
明確な相関は認められず、今後、他の要因を含め
検討していく。
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９－③　寒冷地における冬期土工の品質向上に関する研究

　固化材による安定処理土の低温下における発
現強度について室内試験を行った。その結果、
発現強度は養生温度の影響を大きく受けること、
養生温度を途中で変化させた場合の発現強度は
土質や固化材の種類により異なることがわかっ
た。

９－④　凍結・凍上に対する岩盤路床の合理的評価手法に関する研究

　寒冷地において岩盤を道路路床として施工す
る場合に、凍上等に対する安全かつ経済的な評
価法の構築を目的とする研究である。18年度は、
北海道各地の道路建設現場をモデル地に選定し、
調査、室内実験及びモニタリングを実施した。
本研究の成果は、「北海道開発局監修：道路工事
設計施工要領」に反映される予定である。

AA

AA
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10.「寒冷地の水圏環境工学分野に関する研究」

10－①　河道形成機構の解明と流木による橋梁閉塞対策等への応用に関する研究

　谷底平野の形状特性と洪水（氾濫）流の流れ
との関係について現地調査及び解析を行い、砂州
上の流れの特性を谷規模の現象へと拡張すること
で氾濫流の概略の挙動を推定することが可能であ
ると考えられた。また、実際の洪水を対象に、流
木の発生源（山地性、河畔性樹種）、流木の新規、
再移動比率、及び橋梁橋脚部に滞留した流木直径、
長さ等を明らかにした。

10－②　融雪特性を有する物質・流出機構の相互作用に関する研究

　既往最大降雨時に調査対象河川では斜面崩壊
地面積率は過去の６倍に達した。急峻な地形を
形成している付加体堆積物領域での土砂移動量
は意外に少なく、比較的緩い地形の正常堆積物
での土砂移動量が多いという結果になった。図
より、調査対象河川流域からの年間土砂流出量
は１万m3に達するものと算出された。
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10－③　係留小型船舶の動揺現象解明に関する研究

　RTD－GPSを用いて、古平漁港において漁船
（9.8GT）の動揺観測を行った。同時にビデオに
より船体を撮影し、動揺解析を行って比較した。
GPS観測ではやや欠測が生じたものの、ビデオ
解析結果と比較すると概ね一致しており（上図）、
また、surge、sway、heaveの並進３成分および
回転３成分についても精度よく観測可能である
ことが確認された（右図）。

10－④　港内水域の生態系構造の解明

　港湾漁港水域の汚濁物対策として、水産有用
種であり、港内の堆積物を食べるナマコを用い
た浄化手法を提案した。その基礎的な知見を得
るため、ナマコの生態に関する調査および室内
試験、周辺環境調査を実施した。ナマコは体の
一部を壁面に吸着させて港内の堆積物を摂餌し
ており、炭素、窒素それぞれの摂餌量、排泄量、
同化量について、水温、照度別に計測した。ナ
マコの成長速度に照度の影響は見られなかった
が、水温を10 ～ 15℃に対し５℃と低下した場合、
成長速度の低下に有意な差が見られた。
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11.「積雪寒冷地の道路分野に関する研究」

11－①　北海道らしい道路構造・道路交通管理に関する研究

　北海道における規格の高い道路に求められる
サービス水準および地域特性と交通特性を踏まえ
た適切な道路構造の検討のため、諸外国のサービ
ス水準の高い道路構造の事例収集、郊外部道路の
交通特性データの整理および夏期・冬期における
路面状態の違いを反映した付加車線構造の交通流
シミュレーション等を行った。

11－②　積雪寒冷地における舗装の品質管理手法に関する研究

　積雪寒冷地に適したアスファルト再生骨材の
品質規格について検討を行った。積雪寒冷地では
写真のような舗装体の破壊を防ぐため、低温下で
も脆くなりにくいアスファルト材料が求められる
が、低温脆性を評価する試験の結果、現在の全国
一律のアスファルト再生骨材の再生規格で繰り返
し再生を行った場合、積雪寒冷地用アスファルト
は次第に脆性が高くなることが明らかとなった。

11－③　北海道における美しく快適な沿道環境の創出に関する研究

　資料及び現地の調査・検討の結果、沿道景観へ
の影響が大きく、且つ景観対策の取りやすい道路
付属施設等の“引き算による景観向上”が北海道
において有効であることがわかった。併せて、機
能確保だけでなく、コスト縮減にも繋がる道路付
属物の具体の景観向上策を提案し、開発局の道路
景観デザインブックにも反映された。
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12.「寒冷地の農業基盤分野に関する研究」

12－①　環境と調和した泥炭農地の保全技術の開発

　排水路水位の堰上げが泥炭地圃場内の地下水
位の上昇と泥炭の沈下・有機物分解消失に及ぼ
す影響等を検証した。排水路の堰上げは圃場内
地下水位を上昇させ、泥炭の沈下・分解消失（二
酸化炭素放出）を抑え、これに伴う農地の機能
低下および地球温暖化ガスの発生を抑制する効
果があることを明らかにした。泥炭の沈下・分
解抑制には、圃場内地下水位の制御が重要であ
ることを示した。
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13.「水災害・リスクマネジメント分野に関する研究」

13－①　海岸植生を活かした津波・高潮対策に関する研究

　実施施可能な対策として、対象地域が都市型、
観光地および漁村・農村である場合に分けて、各
条件における具体的な被害軽減対策について取り
まとめた。
　また、海岸植生の津波低減効果はその密度と樹
林幅が大きく関係しており、その効果を十分発揮
するためには少なくとも200m程度の植生帯幅が必
要となる。

13－②　国際情報ネットワーク構築による世界洪水年鑑の作成

　世界各地の洪水に関する基礎情報や評価報告書
の収集整理体制および現地の事情と本年鑑の読者
の要求を適合させる方法論を検討した。検討に当
たっては日本、ドイツ、中国、タイでの遊水地や
補償を例とした。さらに2002年欧州水害被害補償
案のその後の結末について、日本の治水政策立案
者にとって有益となる報告書執筆をドイツの大学
の専門家に依頼した。

13－③　総合洪水解析システムを活用した洪水氾濫リスク評価手法に関する研究

　発展途上国では、氾濫解析に必要となる標高
データが得られない地域が多く存在する。その
ような地域において標高データを取得すること
を目的とし、18年度は、人工衛星Advanced Land 
Observing Satellite（ALOS）のデータから標高デー
タの抽出を行った。ここでは、その他の標高デー
タとの比較検証を行うため、日本の刈谷田川流域
の標高データを作成した。
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参考資料－11　マネジメントツールとしてのモニタリングシステム

　独立行政法人制度では、所管大臣の事前関与を極力抑制し、法人の長のリーダーシップのもと、研
究所が自律的に運営を行うことが期待されている。
　土木研究所においては、理事長が各研究グループ・チームからのヒアリングを毎年度実施している
ところであるが、チームの活動状況を適切に把握し、トップマネジメントを行うためのツールとして
のモニタリングシステムが有効と考えられる。

　14年度よりトップマネジメントを行うためのツールとして、レーダーチャートによるモニタリング
システムの試行を開始した。以降、各チームの活動状況を的確に把握できるよう、指標や表示方法等
について検討を行い、随時改良を加えている。
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　土木研究所には研究成果の公表や技術基準への反映、技術的課題をかかえる現場に対して行う技術
指導など幅広い要請が各機関から求められているが、所全体として特徴を持った多様なチームが集ま
ることにより総合力を高め、多様な機関からの異なる要請に対して応えていくことが重要と考える。
　各チームは関係する技術分野、研究開発分野により、目指すべき方向性、重点的に実施すべき業務
が大きく異なっていることから、必ずしも全ての指標について高めなければならないという訳ではな
いが、そのチームの長所を活かしつつ、不十分な点については改善していくことが望まれている。
　各チームにおいては、自己分析および他チームとの比較により、研究内容や活動について今後の方
向性を見出すことができることから、このモニタリングシステムは有効なマネジメントツールである
と考えられる。

 

　広報や論文発表等研究成果普及の取り組みを
強化することを目標とする。

　技術指導や技術基準の作成等社会貢献の取り
組みを強化することを目標とする。
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